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かいぎしょNEWS新年号企画で当所役員・議員の選んだ日立市内の好きな場所（その⑭）：かみね動物園
（日立市かみね動物園は6月5日で開園60周年を迎え、様々なイベントが6月より開催されています。）

　当所では６月１日からクールビズ運動を実施し、ノー
ネクタイで執務させていただいています。
　また、会館の温度を２８℃とさせていただきますの
で、ご理解を賜りますようお願いいたします。

クールビズ運動を実施していますクールビズ運動を実施しています

部会会議開催のご案内
　金融財務業部会の部会会議を開催します。部会に
所属する会員の皆様の出席をお願いします。
日　　時：6月26日（月）14時
会　　場：日立商工会議所会館
協議事項：部会役員選任について/今年度事業について
問 合 せ： 経営支援課

■常議員会/第41回日立市産業祭  出展者募集
■日本商工会議所の動き/商工会議所の動き（５月）
■早期景気観測調査 平成28年度第４四半期結果
■日立商工会議所女性会が通常総会を開催
■相談所だより
　・小規模事業者経営発達支援資金のご案内
■中小企業のセキュリティー対策/
　改正個人情報保護法の対応
■リレー随想（その204：㈲トーワセンイ  黒羽豪氏）
■会員探訪（㈲クリフ  山岸嘉津英氏）
■会議所インフォメーション
　・貸会場案内/役員議員紹介『素顔』
■国・県・市等からのお知らせ

鈴木昇
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5月8日 日立さくらまつりボランティアガイドとの懇談会
5月10日 正副会頭会議
 無料法律相談
5月15日 女性会通常総会
5月20日 ひたちものづくり探検少年団　入団式
5月25日 常議員会
5月26日 創業支援ネットワーク会議会
 金融支援機関連絡会
5月30日 経営発達支援計画　個別相談会
5月31日 観光環衛業部会正副部会長会議・議員協議会

日立商工会議所の動き

ひたちものづくり探検少年団　入団式（5. 20）
今年度も12名の元気な小学生が参加して始
まりました。来年2月の修了式までいろいろ
なものづくりを通して職業観を学びます。

5月5月5月

お宅の屋根は
大丈夫ですか？
※平成１６年以前に製造された屋根材（カラーベスト）には
　アスベストが含まれております。
　　　　（ご心配な方は当店にご相談ください！）
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別記①

１．小規模事業者の経営力向上と支援体
制の強化について

（1）小規模事業者の経営力向上支援
　地域経済の振興発展を図るためには、それ
を支える小規模事業者の持続的な経営安定
が重要であり、商工会議所はその支援機関
の中核として大きな役割を担っている。こ
のことから、経営発達支援計画による伴走
型事業や小規模事業者持続化補助金をはじ
めとした小規模事業対策予算と実務にあた
る経営指導員等補助対象職員人件費の安定
的な確保を図られたい。

２．観光資源の利活用による産業振興に
ついて

（1）海洋観光資源の環境整備促進
　近年海岸線の侵食が激しく砂浜が消失した
現状から、海水浴客をはじめとした観光客
が激減しており、海洋レジャーの拠点とし
ての活用を図るため同海岸区域の砂浜の早
期の復元整備を図られたい。

３．地域の発展を支える交通機能の整備
推進について

（1）県北幹線道路の整備促進
　「県北臨海都市圏都市交通戦略」を更に推
進し、慢性化する渋滞の緩和と地域防災道路
としての機能強化を図るため、南北の広域幹
線道路の整備促進を加速されたい。

（2）常磐線の利便性向上
　上野駅発22時以降の下り特急電車につい
て、高萩駅まで延伸されたい。

平成29年度

県連政策委員会への
要望事項（抜粋）別記②

別記③ 別記③

日本商工会議所の動き

　日本商工会議所は４月19日、山本有二農林水産大臣との懇談会を都内で開催した。三

村明夫会頭は、「わが国の農林水産業は、商工業との連携強化により、まだ十分に成長の

余地がある」と指摘。「今後は、農林水産業の現場の課題と、地域のものづくり企業が持

つ技術やノウハウなどを結び付けることで農業の生産性向上を図っていくことも求め

られる」と述べ、引き続き商工会議所として積極的に農林水産事業者と連携していく考

えを示した。さらに、農業の成長産業化のためには、「生産性の向上や農地の集約化・大

規模化が必要」と述べるとともに、勘に頼った農業から、データを活用した科学的な農

業への転換を要望。気象データや地図データをデジタル化・標準化し、民間が活用でき

るよう一元的に提供することを求めた。

　山本大臣は、農業の成長産業化は喫緊の課題として、「農林水産業と食品加工業、食品製造業などが強固に連携して、相互に付

加価値を高めていくことが必要」との考えを示した。アン・フック首相、ミャンマーのアウン・サン・スー・チー国家最高顧問やテ

ィン・チョウ大統領らと会談。経済関係強化、ビジネス・投資環境改善などについて意見交換を行った。

　日本商工会議所は４月26日、政府が策定を進めている「観光ビジョン実現プログラム2017」

に対する意見書を公表し、政府など関係各方面に提出した。日商の須田寛観光委員会共同委員

長（名古屋・文化・観光委員長）、早川慶治郎観光専門委員会共同委員長（足利・会頭）は同日、国土

交通省の石井啓一大臣を訪問。意見書を直接手渡し、意見書の内容の実現を強く求めた。

　同意見書では、「新たな観光客誘致と同時にリピーターの獲得なくして、わが国の観光を伸ば

していくことは困難。この課題克服には、時間を要することから、早急に観光振興における隘路

（あいろ）の解消に取り組む必要がある」と指摘。「観光資源・環境の充実策」「観光産業の近代化・

効率化の促進策」「安全な観光の実現と観光基盤整備の推進策」の３テーマについて要望してい

る。

山本農林水産大臣との懇談会

あいさつする三村会頭（左）と山本大臣（右から３人目）

山本農林水産大臣との懇談会農商工連携促進で一致三村会頭「農業のICT化を」

「観光ビジョン実現プログラム2017」に対する意見 「実行計画」取りまとめ　三村会頭「中小踏まえた検討を」

意見書を手交する須田共同委員長（右）と石井大臣

◆日　時　平成29年11月11日（土）・12日（日）　　両日とも午前９時から午後４時まで（雨天決行）

◆場　所　日立市池の川さくらアリーナ（日立市東成沢町2-15-1）

◆対　象　市内に事業所・店舗があり、独自の製品・商品、サービス・取組みを展示・販売・
ＰＲできるかた

※会場の出展スペースの都合により申込者多数の場合など、実行委員会で審
議し出展をご遠慮いただくことがあります。また、出展規模についてご希
望に沿えない場合があります。

◆申込み　7月31日（月）までに日立商工会議所 商業観光課へ
　　　　℡22－0128

詳細は本誌付録チラシを
ご覧ください。

第４１回日立市産業祭 出展者募集第４１回日立市産業祭 出展者募集
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に対する意見書を公表し、政府など関係各方面に提出した。日商の須田寛観光委員会共同委員

長（名古屋・文化・観光委員長）、早川慶治郎観光専門委員会共同委員長（足利・会頭）は同日、国土

交通省の石井啓一大臣を訪問。意見書を直接手渡し、意見書の内容の実現を強く求めた。

　同意見書では、「新たな観光客誘致と同時にリピーターの獲得なくして、わが国の観光を伸ば

していくことは困難。この課題克服には、時間を要することから、早急に観光振興における隘路

（あいろ）の解消に取り組む必要がある」と指摘。「観光資源・環境の充実策」「観光産業の近代化・

効率化の促進策」「安全な観光の実現と観光基盤整備の推進策」の３テーマについて要望してい

る。

山本農林水産大臣との懇談会

あいさつする三村会頭（左）と山本大臣（右から３人目）

山本農林水産大臣との懇談会農商工連携促進で一致三村会頭「農業のICT化を」

「観光ビジョン実現プログラム2017」に対する意見 「実行計画」取りまとめ　三村会頭「中小踏まえた検討を」

意見書を手交する須田共同委員長（右）と石井大臣

◆日　時　平成29年11月11日（土）・12日（日）　　両日とも午前９時から午後４時まで（雨天決行）

◆場　所　日立市池の川さくらアリーナ（日立市東成沢町2-15-1）

◆対　象　市内に事業所・店舗があり、独自の製品・商品、サービス・取組みを展示・販売・
ＰＲできるかた

※会場の出展スペースの都合により申込者多数の場合など、実行委員会で審
議し出展をご遠慮いただくことがあります。また、出展規模についてご希
望に沿えない場合があります。

◆申込み　7月31日（月）までに日立商工会議所 商業観光課へ
　　　　℡22－0128

詳細は本誌付録チラシを
ご覧ください。

第４１回日立市産業祭 出展者募集第４１回日立市産業祭 出展者募集
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業種別概況

業況判断（DI値）について

製　造　業 小　売　業 建　設　業 サービス業

　自動車関連をはじめ、汎用

機械、電子部品の生産は増加

の傾向が見られる一方、家電

製品関連、建設用機械では低

迷が継続している。取引先か

らのコストダウン要請やＢ

ＣＰ（事業継続計画）などの

影響による大手企業を含め

た外注先の再編など、企業を

取り巻く環境は依然として

厳しいが、新年度の受注増加

への期待が高まっている。

　根強い顧客の節約志向が

続き、仕入単価が上昇する一

方、全体的な売り上げは伸び

悩んでいる。競合店との顧客

争奪が激化しており、先行き

に対する懸念材料は多い。

　公共工事・民間工事の発注

数が減少しており、受注競争

が激化し業界全体の景気は

低迷している。また、慢性的

な人材不足による工期の遅

れの問題や、人材確保のため

の人件費の問題も足かせと

なっている。

　物流関連では、年度末の出
荷物量が増加する一方、ドラ
イバー不足による人件費の
問題など収支バランスの悪
化もあり、一進一退の状況が
続いている。
　観光・飲食業関連では、個
人・会社関係共に宴会・宿泊
予約が減少し、根強い節約志
向が伺える。お客様ニーズの
多種多様な変化に対応する
ため、他業界といかにマッチ
ングしていくかが課題とな
っている。

●全産業の業況は、▲19.5と前回調査時（▲20.7）から1.2ポイント改善した。今後の見通しでは▲22.0となり、業

況改善に向けた動きは力強さを欠いている。

●製造業においては、△10.0と前回調査時（▲5.0）から15.0ポイント改善した。今後の見通しでは△10.0と現状を

維持する予想となった。

●小売業においては、▲19.2と前回調査時（▲12.5）から6.7ポイント悪化した。今後の見通しでは▲15.4と改善の

期待が見られるが、先行きに慎重な見方が伺え、業況感は横ばいの見通し。

●建設業においては、▲33.3と前回調査時（▲58.8）から25.5ポイント改善した。今後の見通しでは▲50.0と再び

の悪化の予想となり、一進一退の動きが続く。

●サービス業においては、▲38.9と前回調査時（▲14.3）から24.6ポイント悪化した。今後の見通しでは▲38.9と、

先行きに対する不透明感が強い。

業況DIの推移

調査対象並びに回収状況

対象件数

回収件数

回収割合（％）

製造業

25

20

80.0

小売業

30

26

86.7

建設業

20

18

90.0

サービス業

25

18

72.0

計

100

82

82.0

・ＤＩ値は調査項目についての景況判断状況を表す。
　（△（＋）で上向き、▲（－）で下向き）
・強気、弱気等景況感の相対的な広がりを意味する。
　ＤＩ＝（増加・好転・不足等の回答割合）－
　　　　　　　　　　（減少・悪化・過剰等の回答割合）

調査時期

調査基準

4月（四半期毎に実施）

四半期毎の景況感を対前年同期と比較

平成28年度第4四半期

日立商工会議所全産業

製造業

小売業

建設業

サービス業

第4四半期

▲19.5

△10.0

▲19.2

▲33.3

▲38.9

第1四半期

▲33.3

▲15.0

▲23.1

▲66.7

▲40.0

第2四半期

▲26.3

▲8.7

▲38.1

▲46.7

▲19.1

▲20.7

▲5.0

▲12.5

▲58.8

▲14.3

第3四半期 今後の見通し
（4月～6月）

▲22.0

△10.0

▲15.4

▲50.0

▲38.9

平成28年度 平成29年度

製 造 業 サービス業全 産 業 小 売 業 建 設 業

－70

－60

－50

－40

－30

－20

－10

0

10

28/1四半期 28/2四半期 28/3四半期 28/4四半期 29/1四半期見通し
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水戸支社　日立営業所　３１７-００７３　茨城県日立市幸町１-２１-２  TEL ０２９４-２１-５３８７

　５
月
15
日
、
当
所
で
女
性
会
第

40
回
通
常
総
会
が
開
催
さ
れ
ま
し

た
。
こ
の
日
は
弓
野
会
長
は
じ
め

55
名
（
内
委
任
状
提
出
者
24
名
）

の
会
員
が
出
席
し
ま
し
た
。

　総
会
で
は
、
弓
野
会
長
の
挨
拶

に
続
い
て
、
来
賓
の
秋
山
光
伯
会

頭
、
青
年
部
本
間
恒
弘
会
長
か
ら

の
祝
辞
の
後
、
弓
野
会
長
が
議
長

と
な
り
議
事
に
入
り
ま
し
た
。

　審
議
で
は
平
成
28
年
度
事
業
報

告
、
収
支
決
算
報
告
承
認
と
平
成

29
年
度
事
業
計
画
（
案
）、
収
支
予

算
（
案
）、
創
立
40
周
年
記
念
事
業

計
画
（
案
）、
特
別
会
計
収
支
予
算

（
案
）
決
定
に
つ
い
て
順
次
審
議
し
、

原
案
通
り
す
べ
て
承
認
し
ま
し
た
。

　次
に
役
員
改
選
に
入
り
、
会
長

は
弓
野
孝
子
氏
（
有
限
会
社
日
電

舎
）
が
再
任
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の

日
選
任
さ
れ
た
役
員
の
任
期
は
平

成
30
年
３
月
31
日
ま
で
の
１
年
間

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　弓
野
会
長
か
ら
新
年
度
会
長
の

挨
拶
と
し
て
「
当
会
は
、
昭
和
53

年
４
月
に
設
立
し
、
今
年
度
で
40

周
年
を
迎
え
る
こ
と
に
な
り
ま
し

た
。
こ
れ
ま
で
の
女
性
会
活
動
を

展
開
さ
れ
て
こ
ら
れ
ま
し
た
諸
先

輩
方
、
そ
し
て
40
年
と
い
う
長
い

間
見
守
り
支
え
て
く
だ
さ
い
ま
し

た
地
域
関
係
諸
団
体
の
皆
様
の
お

か
げ
と
心
よ
り
厚
く
御
礼
申
し
上

げ
ま
す
。

　永
き
に
わ
た
り
諸
先
輩
方
が
受

け
継
い
で
き
た
、『
ひ
と
づ
く
り
』

や
『
ま
ち
づ
く
り
』
な
ど
様
々
な

分
野
に
対
す
る
伝
統
や
歴
史
を
継

承
し
て
い
く
た
め
に
、
こ
れ
か
ら

も
『
人
と
人
と
の
つ
な
が
り
』
を

大
切
に
し
、
時
代
の
変
化
に
対
応

し
女
性
リ
ー
ダ
ー
と
し
て
次
世
代

へ
と
引
き
継
い
で
ま
い
り
ま
す
。

　節
目
の
年
と
し
て
、
従
来
の
事

業
展
開
と
並
行
し
過
去
40
年
の
年

月
の
活
動
を
振
り
返
り
、
地
域
と

共
に
歩
み
、
企
業
の
健
全
な
発
展

と
、
女
性
と
し
て
の
感
性
を
基
調

と
し
て
『
女
性
会
活
動
の
活
性
化
』

を
テ
ー
マ
に
掲
げ
40
周
年
特
別
事

業
を
推
進
い
た
し
ま
す
。

　ま
た
、
こ
れ
ま
で
長
年
に
わ
た

り
続
け
て
き
ま
し
た
『
一
人
一
品

持
寄
り
運
動
』
が
評
価
さ
れ
、
こ

の
度
、
関
東
商
工
会
議
所
連
合
会

の
『
ベ
ス
ト
ア
ク
シ
ョ
ン
賞
』
と

い
う
名
誉
あ
る
表
彰
を
受
け
ま
し

た
。
こ
れ
も
ひ
と
え
に
、
会
員
各

位
の
協
力
・
努
力
に
よ
る
賜
物
と

感
じ
て
お
り
ま
す
。
こ
れ
か
ら
も

会
員
交
流
の
機
会
を
増
や
し
会
員

相
互
の
連
携
を
強
化
し
、
会
員
一

丸
と
な
っ
て
地
域
商
工
業
の
発
展

に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。」
と
、
今

年
度
の
抱
負
が
述
べ
ら
れ
ま
し
た
。

日
立
商
工
会
議
所
女
性
会 

第
40
回
通
常
総
会
を
開
催

会
長
に
弓
野 

孝
子
氏
が
再
任

４月９日　日立さくらまつり（桜茶無料サービス）
５月24日　講演会「生活習慣病予防について」
11月10日　講習会「中小企業に向けたサイバー攻撃の現状
　　　　　 と対策」

　わたしたち商工会議所女性会は、リーダーとして、凛と信をもって連帯

し、平和で心豊かな社会を築きましょう。  

一、 リーダーとは、高い志をもって、自己の変革・向上を目指すことです。

二、 凛とは、情熱・勇気をもって行動し、社業の発展に努め、地域社会に

貢献することです。

三、 信とは、礼節・勤勉を尊び、美しい自然や良き伝統・文化を愛し、次

の世代に継承することです。

四、 連帯とは、女性経営者の友情と信頼の輪を内外に広げることです。 

平成28年度の主な事業

商工会議所女性会活動指針

11月24日　若手後継者等育成事業　女性経営者交流シンポ
　　　　　 ジウム／講演会
　　　　　 テーマ「タニタの社員食堂の礎を築いた管理栄
　　　　　　　　　 養士が伝える太らない７つの法則」
　　　　　 講　師　ヘルスケアオンライン株式会社
　　　　　　　　　 代表取締役　後藤 恭子氏
２月17日　講習会「食中毒と食品衛生」
３月23日　一人一品持寄運動商品寄贈
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小規模事業者

可
能
だ
。
ま
た
、
取
引
先
に
求
め
る
対
策
の
目
安
と

し
て
も
活
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
利
用
手
数
料
は  

無
料
。
具
体
的
な
手
続
き
は
順
次
Ｉ
Ｐ
Ａ
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ（https://w

w
w
.ipa.go.jp/

）に
公
開
さ
れ

る
。
自
社
を
守
り
、
成
長
し
て
い
く
た
め
に「
Ｓ
Ｅ

Ｃ
Ｕ
Ｒ
Ｉ
Ｔ
Ｙ

　Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ
」
に
取
り
組
ん
で

い
た
だ
き
た
い
。

   ◆
チ
ェ
ッ
ク
す
べ
き
基
本
５
事

　改
正
個
人
情
報
保
護
法
が
５
月
30
日
に
全
面
施
行

さ
れ
る
。
改
正
法
に
よ
り
、
取
り
扱
う
個
人
情
報
の

数
が
５
０
０
０
人
以
下
の
事
業
者
を
適
用
除
外
と
す

る
例
外
規
定
が
廃
止
さ
れ
、
中
小
企
業
・
小
規
模
事

業
者
も
個
人
情
報
保
護
法
の
適
用
対
象
と
な
る
。
中

小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
が
対
応
を
進
め
る
上
で
は
、

個
人
情
報
保
護
委
員
会
に
よ
る「
個
人
情
報
保
護
法

の
五
つ
の
基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
」を
活
用
し
て
対

応
状
況
の
確
認
か
ら
始
め
る
と
よ
い
だ
ろ
う
。
チ
ェ

ッ
ク
リ
ス
ト
の
内
容
は
次
の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。

①
取
得
の
ル
ー
ル

　個
人
情
報
を
取
得
す
る
時
は
、
例
え
ば
、
購
入
商

品
の
発
送
の
た
め
、
購
入
商
品
の
サ
ポ
ー
ト
情
報
を

提
供
す
る
た
め
な
ど
、
あ
ら
か
じ
め
何
に
使
う
か
利

用
目
的
を
決
め
て
、
本
人
に
伝
え
る
必
要
が
あ
る
。

②
利
用
の
ル
ー
ル

　取
得
し
た
個
人
情
報
は
決
め
た
目
的
以
外
の
こ
と

に
は
使
う
こ
と
は
で
き
な
い
。
例
え
ば
、
賞
品
を
発

送
す
る
た
め
に
取
得
し
た
個
人
情
報
を
使
っ
て
、
自

社
の
商
品
の
宣
伝
を
行
っ
て
は
い
け
な
い
。

③
保
管
の
ル
ー
ル

　取
得
し
た
個
人
情
報
を
パ
ソ
コ
ン
で
管
理
し
た
り
、

名
簿
な
ど
に
ま
と
め
た
り
す
る
場
合
は
、
安
全
に
管

理
す
る
必
要
が
あ
る
。
例
え
ば
、
電
子
フ
ァ
イ
ル
で

あ
れ
ば
パ
ス
ワ
ー
ド
を
設
定
す
る
、
紙
媒
体
で
あ
れ

ば
施
錠
で
き
る
と
こ
ろ
に
保
管
す
る
な
ど
、
自
社
の

状
況
に
応
じ
た
安
全
管
理
措
置（
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ

ィ
ー
対
策
）を
講
じ
る
必
要
が
あ
る
。

④
提
供
の
ル
ー
ル

　個
人
情
報
を
本
人
以
外
の
第
三
者
に
提
供
す
る
場

合
は
、
原
則
、
本
人
の
同
意
が
必
要
に
な
る
。
た
だ
し
、

法
令
に
基
づ
く
場
合
、
人
命
に
関
わ
る
場
合
で
本
人

か
ら
同
意
を
得
る
こ
と
が
困
難
な
と
き
、
業
務
を
委

託
す
る
場
合
な
ど
は
本
人
の
同
意
を
得
な
く
て
も
、

個
人
情
報
を
第
三
者
に
渡
す
こ
と
が
で
き
る
。

⑤
開
示
の
ル
ー
ル

　会
社
が
保
有
す
る
個
人
情
報
に
つ
い
て
本
人
か
ら

開
示
や
訂
正
な
ど
を
請
求
さ
れ
た
ら
、
企
業
は
対
応

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
、
そ
の
個
人
情
報
の

利
用
目
的
を
問
わ
れ
た
場
合
に
、
し
っ
か
り
と
答
え

ら
れ
る
よ
う
に
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
。

◆
デ
ー
タ
管
理
で
漏
え
い
防
止

　個
人
情
報
取
扱
事
業
者
は
、
そ
の
取
り
扱
う
個
人

デ
ー
タ（
個
人
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
な
ど
を
構
成
す

る
個
人
情
報
）の
漏
え
い
、
滅
失
ま
た
は
毀
損（
き
そ

ん
）の
防
止
そ
の
他
の
個
人
デ
ー
タ
の
安
全
管
理
の

た
め
、「
組
織
的
」「
人
的
」「
物
理
的
」「
技
術
的
」

の
四
つ
の
側
面
か
ら
安
全
管
理
措
置
を
講
じ
な
け
れ

  

自
発
的
取
り
組
み
推
進

　Ｉ
Ｔ
化
の
進
展
に
伴
い
、
企
業
の
情
報
資
産
の
窃

取
や
業
務
妨
害
を
狙
っ
た
サ
イ
バ
ー
攻
撃
・
犯
罪
は

巧
妙
化
・
悪
質
化
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
タ
ー
ゲ
ッ

ト
は
、
政
府
機
関
や
大
手
企
業
だ
け
で
な
く
、
近
年

で
は
中
小
企
業
に
ま
で
拡
大
し
て
い
る
。
そ
こ
で
本

連
載
で
は
、
中
小
企
業
の
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
対
策
に

つ
い
て
、
独
立
行
政
法
人
情
報
処
理
推
進
機
構
の
江

島
将
和
氏
か
ら
解
説
い
た
だ
く
。

◆
半
数
が「
自
社
の
対
策
は
不
十
分

　独
立
行
政
法
人
情
報
処
理
推
進
機
構（
以
下
、Ｉ
Ｐ

Ａ
）が
実
施
し
た「
２
０
１
５
年
中
小
企
業
に
お
け
る

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
対
策
に
関
す
る
実
態
調
査
」

に
よ
る
と
、
約
80
％
の
中
小
企
業
が
情
報
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
ー
に
対
す
る
脅
威
を
感
じ
て
い
る
一
方
で
、
約

半
数
が
自
社
の
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
対
策
が
十
分
で
な

い
と
感
じ
て
い
る
。

　ま
た
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
が
本
格
的
に
運
用
開

始
さ
れ
、
今
年
５
月
30
日
に
は
改
正
個
人
情
報
保
護

法
の
全
面
施
行
が
控
え
て
い
る
。
そ
の
ほ
か
に
も
、

２
０
２
０
年
の
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ

ッ
ク
に
向
け
、
サ
イ
バ
ー
攻
撃
・
犯
罪
は
さ
ら
に
拡

大
す
る
懸
念
も
指
摘
さ
れ
て
お
り
、
中
小
企
業
に
お

け
る
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
対
策
の
普
及
加
速
化
は

喫
緊
の
課
題
と
い
え
る
だ
ろ
う
。

　こ
の
よ
う
な
背
景
を
踏
ま
え
、
日
本
商
工
会
議
所

と
Ｉ
Ｐ
Ａ
は
２
月
７
日
、
中
小
企
業
関
係
団
体
と
共

に
、
中
小
企
業
の
自
発
的
な
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー

対
策
へ
の
取
り
組
み
を
促
す
活
動
を
推
進
す
る
こ
と

を
目
的
と
し
た
、「
中
小
企
業
に
お
け
る
情
報
セ
キ

ュ
リ
テ
ィ
の
普
及
促
進
に
関
す
る
共
同
宣
言
」を
発

表
し
た
。
本
活
動
に
お
い
て
〝
自
発
的
な
情
報
セ
キ

ュ
リ
テ
ィ
ー
対
策
を
促
す
〞
た
め
の
核
と
な
る
取
り

組
み
と
し
て
、
中
小
企
業
自
ら
取
り
組
み
を
宣
言
す

る
制
度「
Ｓ
Ｅ
Ｃ
Ｕ
Ｒ
Ｉ
Ｔ
Ｙ

　Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ
」を

創
設
し
、
こ
の
宣
言
企
業
拡
大
を
目
指
し
た
活
動
を

４
月
よ
り
開
始
す
る
。

◆
ロ
ゴ
マ
ー
ク
取
得
で
信
頼
度
ア
ッ
プ

　「
Ｓ
Ｅ
Ｃ
Ｕ
Ｒ
Ｉ
Ｔ
Ｙ

　Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ
」
で
は
、

Ｉ
Ｐ
Ａ
が
公
開
し
て
い
る「
中
小
企
業
の
情
報
セ
キ

ュ
リ
テ
ィ
対
策
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」（
以
下
、
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
）
の
実
践
を
ベ
ー
ス
に
２
段
階
の
取
り
組
み

目
標
を
用
意
し
て
い
る
。

　１
段
階
目
で
は
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
付
録
の「
情
報

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
５
か
条（
以
下
、
５
か
条
）」に

取
り
組
む
こ
と
を
宣
言
す
る
こ
と
で
一
つ
星
の
ロ
ゴ

マ
ー
ク
を
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　５
か
条
に
は
以
下
の
内
容
が
含
ま
れ
て
い
る
。

①
Ｏ
Ｓ
や
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
は
常
に
最
新
の
状
態
に
し

　よ
う

②
ウ
イ
ル
ス
対
策
ソ
フ
ト
を
導
入
し
よ
う

③
パ
ス
ワ
ー
ド
を
強
化
し
よ
う

④
共
有
設
定
を
見
直
そ
う

⑤
脅
威
や
攻
撃
の
手
口
を
知
ろ
う

　情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
対
策
は
難
し
い
、
お
金
が

か
か
る
と
い
っ
た
認
識
の
経
営
者
も
少
な
く
は
な
い

が
、
５
か
条
は
、
あ
ま
り
お
金
を
か
け
な
く
て
も
実

施
で
き
る
効
果
的
な
対
策
で
あ
る
。
こ
れ
ま
で
組
織

と
し
て
対
策
に
取
り
組
ん
で
こ
な
か
っ
た
小
規
模
企

業
で
も
容
易
に
取
り
組
め
る
内
容
で
あ
る
。

　２
段
階
目
で
は
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
付
録
の「
５
分

で
で
き
る
！

　情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
自
社
診
断（
以

下
、
自
社
診
断
）」で
自
社
の
対
策
状
況
を
把
握
し
た

上
で
、「
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
ポ
リ
シ
ー（
基
本
方

針
）」を
定
め
、
外
部
に
公
開
し
た
こ
と
を
宣
言
す
る

こ
と
で
二
つ
星
の
ロ
ゴ
マ
ー
ク
を
利
用
す
る
こ
と
が

で
き
る
。

　自
社
診
断
は
、
情
報
の
取
得
、
利
用
、
保
管
、
提
供
、

破
棄
な
ど
一
連
の
業
務
プ
ロ
セ
ス
ご
と
に
注
意
す
べ

き
25
項
目
の
対
策
状
況
を
確
認
す
る
も
の
。「
情
報

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
ポ
リ
シ
ー
」策
定
を
含
め
、
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
を
参
照
す
れ
ば
中
小
企
業
自
身
で
も
取
り

組
め
る
内
容
で
あ
る
。

　ロ
ゴ
マ
ー
ク
は
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
や
名
刺
な
ど
に
表

示
す
る
こ
と
が
で
き
、
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
に
自

ら
取
り
組
ん
で
い
る
こ
と
を
ア
ピ
ー
ル
す
る
こ
と
が

ば
な
ら
な
い
。

　「
組
織
的
安
全
管
理
措
置
」と
は
、
安
全
管
理
に
つ

い
て
従
業
者
の
責
任
と
権
限
を
明
確
に
定
め
、
安
全

管
理
に
対
す
る
規
程
や
手
順
書
を
整
備
運
用
し
、
そ

の
実
施
状
況
の
確
認
を
行
う
こ
と
を
い
う
。

　「
人
的
安
全
管
理
措
置
」と
は
、
従
業
者
に
対
す
る
、

業
務
上
秘
密
と
指
定
さ
れ
た
個
人
デ
ー
タ
の
非
開
示

契
約
の
締
結
や
教
育
な
ど
を
行
う
こ
と
を
い
う
。

　「
物
理
的
安
全
管
理
措
置
」と
は
、
入
退
館（
室
）の

管
理
、
個
人
デ
ー
タ
の
盗
難
の
防
止
な
ど
、
個
人
デ

ー
タ
に
対
す
る
物
理
的
な
措
置
を
い
う
。

　「
技
術
的
安
全
管
理
措
置
」と
は
、
個
人
デ
ー
タ
お

よ
び
そ
れ
を
取
り
扱
う
情
報
シ
ス
テ
ム
へ
の
ア
ク
セ

ス
制
御
、
不
正
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
対
策
、
情
報
シ
ス
テ

ム
の
監
視
な
ど
、
個
人
デ
ー
タ
に
対
す
る
技
術
的
な

措
置
を
い
う
。

　な
お
、
個
人
情
報
保
護
委
員
会
が
発
行
す
る「
個

人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
に
つ
い
て
の
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン（
通
則
編
）」で
は
、
別
添
と
し
て
講
ず
べ
き

安
全
管
理
措
置
の
内
容
を
具
体
的
な
手
法
の
例
示
も

交
え
て
解
説
し
て
い
る
の
で
参
考
に
す
る
と
よ
い
だ

ろ
う
。
ま
た
、
独
立
行
政
法
人
情
報
処
理
推
進
機
構

（
Ｉ
Ｐ
Ａ
）が
発
行
す
る「
中
小
企
業
の
情
報
セ
キ
ュ

リ
テ
ィ
対
策
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」も
安
全
管
理
措
置
を

規
程
化
す
る
上
で
有
用
で
あ
る
た
め
参
考
に
し
て
ほ

し
い
。

（
独
立
行
政
法
人
情
報
処
理
推
進
機
構
・
江
島
将
和
）

中
小
企
業
の

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
対
策

改
正
個
人
情
報

　保
護
法
に
対
応
を

個人情報保護法の５つの基本チェックリスト

　　　　　
個人情報を取得するときのルール

個人情報を取得する際、何の目的で利用さ

れるかご本人に伝わっていますか？

　

　　　　　
個人情報を利用するときのルール

取得した個人情報を決めた目的以外のこと

につかっていませんか？

　　　　　
個人データを保管するときのルール

取得した個人データを安全に管理していま

すか？

　　　　　
個人データを他人に渡すときのルール

取得した個人データを無断で他人に渡して

いませんか？

※委託の場合は除きます。

　　　　　本人から個人データの開示を求め

　　　　　られたときのルール

「自分の個人情報を開示してほしい」とご本

人から言われて、断っていませんか？

※個人情報保護委員会の冊子より抜粋

その1

その2

その3

その4

その5

「ＳＥＣＵＲＩＴＹ
ＡＣＴＩＯＮ」の
ロゴマーク

　日本政策金融公庫国民生活事業では、小規模事業者の方々の持続的発展のお役にたてるよう、

「小規模事業者経営発達支援資金」を取扱いしています。

小規模事業者経営発達支援資金のお知らせ

自治・振興金融融資制度自治・振興金融融資制度
【自治金融】
○限　度　額　1,000万円
○期　　　間　運転7年　設備7年
○保　証　人　個人事業主は原則不要。
　　　　　　　法人の場合は代表者。
　　　　　　　※特別な事情がある場合は、その他に
　　　　　　　　連帯保証人が必要になります。
○担　　　保　原則不要
　利率1.01％（平成29年6月1現在）
【振興金融】
○限　度　額　2,000万円
○期　　　間　運転7年　設備7年
○保　証　人　個人事業主は原則不要。
　　　　　　　法人の場合は代表者。
　　　　　　　※特別な事情がある場合は、その他に
　　　　　　　　連帯保証人が必要になります。
○担　　　保　担保必要に応じて徴求
　利率1.11％（平成29年6月1日現在）

※どちらも年利1.0％の利子補給が受けられます。お申込み・
　お問合せはお近くの金融機関または当所経営支援課まで

小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経）小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経）
【マル経制度】
○限　度　額　2,000万円
　　　　　　　※1,500万円超は事業計画書添付
○期　　　間　運転7年　設備10年
○保証・担保　原則不要
　利率1.11％（平成29年6月1日現在）

【マル経をご利用頂ける方】
○日立市内（十王地域を除く）で1年以上継続して同一事
業を営んでおり、税務申告をしている方

○当所の経営指導を原則として6ヶ月以上受けている方
○従業員20名以下（商業・サービス業は5人以下）の小規
模事業者の方

○所得税（法人税）、事業税、住民税を完納している方

※年利1.10％の利子補給が受けられます。
　お申込み・お問合せは当所経営支援課まで

◆ 問合せ　経営支援課 ◆

（注）従業員数5人以下の場合は、据置期間3年間以内となります。

経営発達支援計画の認定を受けた商工会議所・商工会から事業計画の策定・実施

の支援を受け、持続的発展に取り組む小規模事業者

事業の持続的発展を目的とした事業計画の実施のために必要とする設備資金およ

びそれに伴う運転資金

設備資金20年以内（うち据置期間2年以内）（注）

運転資金　8年以内（うち据置期間2年以内）（注）

特別利率A　[雇用を拡大される方]特別利率U
詳しい利率はこちらまで：日本政策金融公庫ホームページ
URL：https://www.jfc.go.jp/n/rate/index.html

7,200万円以内（うち運転資金4,800万円以内）

お客様のご希望を伺いながらご相談させていただきます

ご利用

いただける方

資金の使いみち

ご 融 資 額

ご返済期間

利　　率（年）

担保・保証人

お申込の流れ

ご融資

日立商工会議所

事業計画の策定

ご相談

お申込

日本政策金融公庫

日立支店

受付

材料・商品の仕入や夏季賞与等、通常に比べて大きな資金が必要になる時期ですので、お気軽にご相談ください。
中元資金の準備は計画的に！中元資金の準備は計画的に！中元資金の準備は計画的に！


